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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
 　(1) 連結の範囲に関する事項
　　　連結子会社の数　　２社
　　　連結子会社の名称
　　　　日本イベント企画株式会社
　　　　Sun Messe (Thailand) Co.,Ltd.
 　(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、Sun Messe (Thailand) Co.,Ltd. の決算日は 12 月 31 日であります。
　　　　連結計算書類の作成にあたっては、平成 28 年 12 月 31 日現在の財務諸表を使用し、当連結会計年度末までの間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
 　(3) 会計方針に関する事項
　　①資産の評価基準及び評価方法
　　　イ．有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの
　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法 ( 評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 )
　　　　　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法
　　　ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　製品及び仕掛品
　　　　　主として個別法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　　原材料
　　　　　総平均法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　　貯蔵品
　　　　　最終仕入原価法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　②固定資産の減価償却の方法
　　　イ．有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　主として定率法によっております。
　　　　　ただし、当社及び国内連結子会社の平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成 28 年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　　　ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定額法によっております。
　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
　　　ハ．リース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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　　③引当金の計上基準
　　　イ．貸倒引当金
　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　　ロ．賞与引当金
　　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。
　　　ハ．役員退職慰労引当金
　　　　　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。
　　④退職給付に係る会計処理の方法
　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。
　　　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 ( ５年 ) による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　　　ハ．小規模企業等における簡便法の採用
　　　　　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債

務とする方法を用いた簡便法を採用しております。
　　⑤その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
　　（平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　　　�　法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第 32 号　平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構
築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　　�　これによる損益に与える影響は軽微であります。
　　（作業くず売却益に係る会計方針の変更）
　　　�　当社は、当連結会計年度より、従来、営業外収益に計上していた作業くず売却益を、製造原価から控除する方法に変

更しております。これは、作業くずの売却金額の金額的重要性が増し、また、より精度の高い原価管理手法へと見直し
たことを契機に、作業くず売却益として営業外収益に計上していた使用済み印刷用刷版の売却収入を、製造原価から控
除する方法に変更したものであります。

　　　�　当該会計方針の変更は遡及適用しております。なお、従来の方法によった場合と比較して、製造原価計算に与える影
響が小さいことから、過年度の差額を全て売上原価に含めて処理しています。そのため、当連結会計年度の期首の純資
産への累積的影響額はありません。
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３．追加情報
　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　　　�　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号　平成 28 年３月 28 日）を当連結会

計年度から適用しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
 　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
　　　担保に供している資産
	 　建　　　物	 283,139 千円
	 　土　　　地	      1,944,998 千円
	 　　　計	 2,228,137 千円
	 担保に係る債務
	 　短期借入金	 1,080,000 千円
	 　１年内返済予定の長期借入金	 130,040 千円
	 　社債	 50,000 千円
	 　長期借入金	          59,830 千円
	 　　　計	 1,319,870 千円
 　(2) 有形固定資産の減価償却累計額	 14,382,795 千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
 　(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
　　　　普通株式	 17,825,050 株
 　(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数
　　　　普通株式	 622,694 株
 　(3) 剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額

	 （注）平成 28 年５月 20 日取締役会決議による１株当たりの配当額には、創業 80 周年記念配当１円が含まれております。

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成 28 年５月 20 日
取締役会 普通株式 68,809 4.0 平成 28 年 3 月 31 日 平成 28 年 ６ 月 10日

平成 28 年 11 月４日
取締役会 普通株式 51,607 3.0 平成 28 年９月 30 日 平成 28 年12 月 9 日

決　議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成 29 年５月 19 日
取締役会 普通株式 51,607 3.0 平成 29 年３月 31 日 平成 29 年 ６ 月 12日
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６．金融商品に関する注記
 　(1) 金融商品の状況に関する事項
　　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については銀

行借入や社債発行による方針です。
　　　　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、債権管理規程に

従い、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的
に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的
に見直しております。

　　　　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払法人税等は、４ヶ月以内の支払期日であります。
　　　　借入金及び社債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、社債及び長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、基本的にリスクの低い短期のもの
に限定しております。

　　　　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
 　(2) 金融商品の時価等に関する事項
　　　　平成 29 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません（（注）２．参照）。

	 （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
	 　　　資　産
	 　　　　①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権
	 　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　　④投資有価証券
	 　　　　　　株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格あるいは

将来キャッシュ ･ フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算
定しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 3,092,811 3,092,811 －
②受取手形及び売掛金 3,443,481 3,443,481 －
③電子記録債権 388,021 388,021 －
④投資有価証券 2,990,610 2,990,610 －
　資産計 9,914,925 9,914,925 －
①支払手形及び買掛金 1,896,783 1,896,783 －
②短期借入金 1,790,000 1,790,000 －
③未払法人税等 95,537 95,537 －
④社債 50,000 50,000 －
⑤長期借入金（１年内返済予定の
　長期借入金を含む） 189,870 190,163 293

　負債計 4,022,190 4,022,484 293
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 	 　　　負　債
	 　　　　①支払手形及び買掛金、②短期借入金、③未払法人税等
	 　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
	 　　　　④社債
	 　　　　　　元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定

しております。
	 　　　　⑤長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
	 　　　　　　元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。
	  　　２．非上場株式（連結貸借対照表計上額 135,356 千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、「④投資有価証券」には含めておりません。

７．退職給付に関する注記
 　(1) 採用している退職給付制度の概要
　　　　当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度である退職一時金制度及び厚生年金基金制度と確定拠出年金制度を設

けております。
　　　　当社及び一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しておりましたが、当該制度は、自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない場合に該当しますので、確定拠出制度と同様に会計処理し
ております。

　　　　また、一部の連結子会社が有する確定給付型の制度である退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退
職給付費用を計算しております。

 　(2) 確定給付制度（簡便法を適用した制度を除く）
　　①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　　　退職給付債務の期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	 2,605,727 千円
　　　　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	 154,603 千円
　　　　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 2,605 千円
　　　　数理計算上の差異の発生額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	 △ 15,436 千円
　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  	       △ 90,405 千円
　　　退職給付債務の期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	       2,657,094 千円
　　②退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表
　　　非積立型制度の退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　	      2,657,094 千円
　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　 　	      2,657,094 千円

　　　退職給付に係る負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	      2,657,094 千円
　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　 　	      2,657,094 千円
　　③退職給付費用及びその内訳項目の金額
　　　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	 154,603 千円
　　　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	 2,605 千円
　　　数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	         122,766 千円
　　　確定給付制度に係る退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　 	         279,975 千円
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　　④退職給付に係る調整額
　　　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
　　　数理計算上の差異	         138,202 千円
　　　合計	         138,202 千円
　　⑤退職給付に係る調整累計額
　　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。
　　　未認識数理計算上の差異	     △ 297,916 千円
　　　合計	     △ 297,916 千円
　　⑥数理計算上の計算基礎に関する事項
　　　割引率	 0.2％
　　　予想昇給率	 3.0％
 　(3) 簡便法を適用した確定給付制度
　　①簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
　　　退職給付に係る負債の期首残高	 18,652 千円
　　　　退職給付費用	             1,545 千円
　　　退職給付に係る負債の期末残高	           20,198 千円
　　②退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表
　　　非積立型制度の退職給付債務	           20,198 千円
　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	           20,198 千円

　　　退職給付に係る負債	           20,198 千円
　　　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額	           20,198 千円
　　③簡便法で計算した退職給付費用	 1,545 千円
 　(4) 確定拠出制度
　　　　当社及び一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、36,657 千円であります。
 　(5) 複数事業主制度
　　　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、35,337 千円であります。
　　　　なお、当社及び一部の連結子会社の加入していた中部印刷工業厚生年金基金は、平成 28 年５月 17 日開催の代議員会

において基金解散認可申請を行うことを決議し、平成 28 年７月 27 日付で厚生労働大臣の解散認可を得て解散となりま
した。当連結会計年度末現在、清算手続中でありますが、当基金の解散による追加負担額の発生は見込まれておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記
 　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　　当社では、東京都において、支店ビルの一部を賃貸用として使用しており、その他賃貸用の駐車場等を有しております。
 　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

	 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
	 　　	 ２．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価

611,101 798,213
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	 　　	 　その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額等であります。ただし、直近の	
	 　　	 　評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場	
	 　　 　合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

９．１株当たり情報に関する注記
 　(1) １株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 592 円 64 銭
 　(2) １株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       12 円 79 銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
 　(1) 資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　子会社株式
　　　　移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法
　　②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　製品及び仕掛品
　　　　個別法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　原材料
　　　　総平均法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
　　　貯蔵品
　　　　最終仕入原価法による原価法 ( 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法 )
 　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定率法によっております。
　　　�　ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　定額法によっております。
　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
　　③リース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 　(3) 引当金の計上基準
　　①貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金
　　　　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。
　　③退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　　　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定
式基準によっております。
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　　　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
	 　　 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 ( ５年 ) による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　　④役員退職慰労引当金
	  　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。
 　(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　①消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
　　②退職給付に係る会計処理

　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこの会計処理の方法と異なって
おります。

２．会計方針の変更に関する注記
　　（平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　　　�　法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第 32 号　平成 28 年６月 17 日）を当事業年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物
に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　　　これによる損益に与える影響は軽微であります。
　　（作業くず売却益に係る会計方針の変更）
　　　�　当社は、当事業年度より、従来、営業外収益に計上していた作業くず売却益を、製造原価から控除する方法に変更し

ております。これは、作業くずの売却金額の金額的重要性が増し、また、より精度の高い原価管理手法へと見直したこ
とを契機に、作業くず売却益として営業外収益に計上していた使用済み印刷用刷版の売却収入を、製造原価から控除す
る方法に変更したものであります。

　　　�　当該会計方針の変更は遡及適用しております。なお、従来の方法によった場合と比較して、製造原価計算に与える影
響が小さいことから、過年度の差額を全て売上原価に含めて処理しています。そのため、当事業年度の期首の純資産へ
の累積的影響額はありません。

３．追加情報
　　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　　　�　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号　平成 28 年３月 28 日）を当事業年

度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記
 　(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
	  担保に供している資産
　　　　　建　　　物	 283,139 千円
　　　　　土　　　地	      1,944,998 千円
　　　　　　　計	 2,228,137 千円
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	  担保に係る債務
　　　　　短期借入金	 1,080,000 千円
　　　　　１年内返済予定の長期借入金	 130,040 千円
　　　　　社債	 50,000 千円
　　　　　長期借入金	           59,830 千円
　　　　　　　計	 1,319,870 千円
 　(2) 有形固定資産の減価償却累計額	 14,378,828 千円
 　(3) 関係会社に対する金銭債権
　　　　　短期金銭債権	 7,269 千円
　　　　　短期金銭債務	 420 千円

５．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　　　営業取引による取引高
　　　　　売上高	 38,863 千円
　　　　　売上原価	 4,164 千円
　　　　営業取引以外の取引高	 5,785 千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　　　普通株式	 622,694 株

７．税効果会計に関する注記
 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
	  繰延税金資産
　　　　土地減損損失	 460,420 千円
　　　　投資有価証券評価損	 71,355 千円
　　　　会員権評価損	 30,834 千円
　　　　貸倒引当金	 3,061 千円
　　　　未払社会保険料（賞与）	 16,524 千円
　　　　未払事業税	 11,326 千円
　　　　賞与引当金	 106,731 千円
　　　　退職給付引当金	 705,866 千円
　　　　役員退職慰労引当金	 111,057 千円
　　　　その他	 　　　30,332 千円
　　　繰延税金資産小計	 1,547,510 千円
　　　評価性引当額	 　 △ 676,287 千円
　　　繰延税金資産合計	 871,223 千円
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　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金	 　 △ 382,913 千円
　　　繰延税金負債合計	 　 △ 382,913 千円
　　　繰延税金資産の純額	         488,310 千円

８．１株当たり情報に関する注記
 　(1) １株当たり純資産額	 597 円 １ 銭
 　(2) １株当たり当期純利益	 12 円 11 銭




